
貸借対照表

(平成31年3月31日現在)

（単位：千円）

科目 金額 科目 金額

（資産の部） 21,607,616 （負債の部） 11,544,997

流動資産 5,902,677 流動負債 9,807,791

現金及び預金 738 買掛金 936,097

売掛金 1,565,963 短期リース債務 420,797

棚卸資産 7,481 関係会社短期借入金 7,500,000

前払費用 691,380 未払金 94,283

未収入金 77,656 未払費用 235,119

関係会社短期貸付金 3,534,433 未払法人税等 8,100

その他 25,264 未払消費税等 178,009

貸倒引当金 △ 239 未払事業所税 9,632

預り金 21,905

固定資産 15,704,939 賞与引当金 331,745

有形固定資産 1,316,024 その他 72,101

建物付属設備 17,065

器具及び備品 155,451 固定負債 1,737,206

リース資産有形 1,143,507 固定リース債務 820,115

退職給付引当金 827,550

無形固定資産 14,256,411 資産除去債務 21,780

ソフトウェア 14,142,576 役員退職慰労引当金 2,151

電話加入権 17,638 その他 65,609

電気通信施設利用権 5,540

リース資産無形 90,656 （純資産の部） 10,062,619

株主資本 10,062,619

投資その他の資産 132,503 資本金 90,000

差入敷金保証金 125 資本剰余金 1,609,050

投資有価証券 5,500 その他資本剰余金 1,609,050

長期前払費用 126,878 利益剰余金 8,363,569

利益準備金 22,500

繰越利益剰余金 8,341,069

合計 21,607,616 合計 21,607,616

(注)記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。



１.重要な会計方針に係る事項に関する注記

（1）資産の評価基準及び評価方法

商品 個別法による原価法

貯蔵品 最終仕入原価法

（2）固定資産の減価償却方法

有形固定資産（リース資産を除く） 定額法

無形固定資産（リース資産を除く） 定額法((なお、自社利用のソフトウェアについては、

社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法))

リース資産 リース期間定額法

（3）引当金の計上基準

貸倒引当金

賞与引当金

退職給付引当金

役員退職慰労引当金

（4）その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

リース取引の処理方法

　

消費税等の会計処理 税抜方式によっております。

２.株主資本等変動計算書に関する注記

期末日における発行済株式の数 220,631　株

３.当期純損益金額

当期純損失 ▲95,914千円

(注)記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファ
イナンス・リース取引については、重要性の高いものは売買処理に
より、重要性の低いものについては賃貸借処理により処理していま
す。

個　別　注　記　表

期末現在に有する債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権に
ついては、貸倒実績率による計算額を、貸倒懸念債権等特定の債権
については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上して
おります。

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基
づき当事業年度に見合う額を計上しております。

従業員等の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務の
見込額に基づき、当期末において発生していると認められる額を計
上しております。
数理計算上の差異については、各期の発生時における従業員の平均
残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により案分し
た額をそれぞれ発生の翌期から費用処理することとしております。
過去勤務費用については、各期の発生時における従業員の平均残存
勤務以内の一定年数（10年）による定額法により案分しておりま
す。

役員の退職慰労金の支払に備えるため、内規に基づく期末時点の見
積額を計上しております。


